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【現状と課題】

次期保健医療計画(R6-R11)

小児医療提供体制における

主な項目等について①～④



1-1 次期医療計画等に関する国の検討状況（計画全体に関する事項）

＜次期保健医療計画作成の視点＞
○ 今般の新型コロナの感染拡大により、地域における入院・外来・在宅にわたる医療機能の分化・強化、連携等の
重要性、地域医療全体を視野に入れて適切な役割分担の下で必要な医療を面として提供することの重要性を改めて
認識

○ 人口減少・高齢化は着実に進んでおり、医療ニーズの質・量が徐々に変化
○ 今後は、特に生産年齢人口の減少に対応するマンパワー確保や医師の働き方改革への対応が必要
○ 質の高い医療の提供や効率化を図る観点から、ICTの活用や医療分野のデジタル化の推進が必要

＜小児医療＞ ※第8次医療計画等に関する意見の取りまとめより主なものを抜粋

○ 小児医療圏の設定、医療機能の明確化等による医療機能の確保
・ 一般小児医療機能を担う小児科診療所は、地域における医療と保健、福祉、教育との橋渡しの
役割・機能を担っており、小児医療に関する協議会の活用などを通じ、その役割・機能を推進す
る。

・ 集約化・重点化によりアクセスが悪化する地域に居住する小児に対する医療の確保のため、オ
ンライン診療について検討する。その際には、対面診療を適切に組み合わせて行うことが求めら
れることに留意する。

○ 小児医療に関する協議会
・ 医療的ケア児や被虐待児等福祉が必要な児の成育に関する必要な対策を検討する 観点から 、
児童福祉関係者や学校・教育関係者の参画を検討する。

○ 医療的ケア児への支援
・ 医療的ケア児が入院する医療機関は、 地域全体で取り組まれている、医療的ケア児支援セン
ターを中心とした、医療的ケア児及びその家族への支援体制に参画する。

・ 保護者の負担を軽減するため 、 日中一時支援事業を活用し、レスパイトの受け入れ体制等の
医療体制を整備する。 2
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次期保健医療計画（R6-R11）（小児医療提供体制）に記載する主要な項
目等を確認（現行の計画の記載をベースに）しながら、これまでの部会で
のご意見や国の検討内容などを踏まえて新たに書き加えるべき項目等がな
いか、ご意見いただきたいもの。

⇒（今後）取組の方向性等を整理し、令和５年度前半を目途に計画の骨子
をお示しし、小児部会等でご意見をいただく。

現行の岩手県保健医療計画

1-2 次期 岩手県保健医療計画（R6-R11）の策定に向けて

3
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【現状】 … 参考資料４ P155～157

○ 小児医療に関わる医師の状況（小児科医師数、圏域別状況）

○ 小児医療に関わる施設の状況（病院数・診療所数）

○ 小児の死亡の状況（乳児・乳幼児・小児、主な原因）

○ 相談支援機能（小児救急医療電話相談事業）

○ 小児救急医療の状況（搬送件数、軽症率、受診時間帯）

○ 小児医療体制（一般小児医療及び初期小児救急医療、小児専
門医療及び入院小児救急、高度小児専門医療及び小児救命救急
医療）

○ 療養・療育体制（医療的ケア児の増加、訪問診療医療機関数）

緑色：現在の計画の大項目

黒色：現在の計画における記載内容

1-3 次期保健医療計画(R6-R11)小児医療提供体制における主な項目等について①
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【求められる医療機能等】 … 参考資料４ P158

○ 小児の急変時の対応を支援するため、休日や夜間における小児
の急病等に関する相談体制を構築し、保護者等に受療行動につい
て助言するとともに、その不安を解消する施策を講ずることが求
められます。

○ 小児病棟やＮＩＣＵ等で療養中の 慢性疾患児や 重症心身障がい
児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、介護、福祉及び
教育機関が相互に連携した 地域における支援体制を整備すること
が求められます。

○ ＣＴ等を活用した関係機関の連携を図り、小児患者やその家族
の負担を軽減し、患者の症状に応じて24時間365日体制で適切な
小児医療を提供することが求められます。

○ 災害時において、小児や小児患者に適切な医療や物資を提供で
きる体制を整備することが求められます。

黒色：現在の計画における記載内容

1-4 次期保健医療計画(R6-R11)小児医療提供体制における主な項目等について②
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【課題】と【施策】※共通して記載している項目 … 参考資料４ P159～163

〈小児医療を担う医療従事者の確保等〉
小児医療に携わる医師の勤務環境の改善（特に新生児医療）

〈小児医療体制の確保・充実〉
ア 一般小児医療及び初期小児救急医療
イ 小児専門医療及び入院小児救急
ウ 高度小児専門医療及び小児救命救急医療

〈療養・養育支援体制の整備〉
保護者の負担軽減のため、レスパイト受け入れ体制

〈相談支援機能等の充実〉

〈災害時を見据えた小児医療体制〉

〈新興感染症の発生・まん延時の小児医療体制〉
（※感染症に係る保健医療計画の記載と調整の可能性あり）

緑色：現在の計画の大項目
赤色：国の「第8次医療計画等に関する意見のとりまとめ」を踏まえ新たな記載の検討
黒色：現在の計画における記載内容
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1-5 次期保健医療計画(R6-R11)小児医療提供体制における主な項目等について③
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【施策】 … 参考資料４ P160，162

〈施策の方向性〉
○ ＩＣＴ等の活用による医療機関の連携や高度救命救急センターの機能
強化を推進し、小児患者の症状に応じた医療提供体制の構築に取り組み
ます。

○ 重症心身障がい児を含む 医療的ケア児が、生活の場で療養・療育で
きるよう医療・介護・福祉・教育等関係機関との連携を推進します。

○ 災害時において小児及び小児救急患者に適切な医療や物資を提供でき
る体制を構築します。

〈重点施策〉

○ 各地域において質の高い小児医療を提供するため、小児医療を担う医
療従事者の育成・確保を図ります。

○ 小児病棟やＮＩＣＵ等で療養中の重症心身障がい児等が生活の場で療
養・療育できるよう、関係者による連携体制の構築に取り組みます。

緑色：現在の計画の大項目

黒色：現在の計画における記載内容

1-6 次期保健医療計画(R6-R11)小児医療提供体制における主な項目等について④
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【現状】 … 参考資料４ P155～157

○ 小児医療に関わる医師の状況（小児科医師数、圏域別状況）

○ 小児医療に関わる施設の状況（病院数・診療所数）

○ 小児の死亡の状況（乳児・乳幼児・小児、主な原因）

○ 相談支援機能（小児救急医療電話相談事業）

○ 小児救急医療の状況（搬送件数、軽症率、受診時間帯）

○ 小児医療体制（一般小児医療及び初期小児救急医療、小児専
門医療及び入院小児救急、高度小児専門医療及び小児救命救急
医療）

○ 療養・療育体制（医療的ケア児の増加、訪問診療医療機関数）

緑色：現在の計画の大項目

黒色：現在の計画における記載内容

2-1 現行の保健医療計画の小児医療提供体制、第２回までの概況

8

第２回にて、「小児医療圏」の検討は、受療動向等のデータを踏まえて改め
て議論することとしたもの。（令和５年２月：関係する病院に調査を実施）
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2-2 小児医療圏の現状・課題と検討の論点

＜現状・課題①＞
○ 医療ニーズ
・ 本県の15歳未満の人口推計は、2015年から2045年まで
の30年間で、▲45.7％の減少（151万人→82万人）が
見込まれている。【参考資料P2】
※ 釜石▲60％（5→2万人）、気仙及び二戸▲66.7％
（6→2万人）減少が特に大きい見込み。

・ R２年の出生数6,718人をH22年と比較すると、
▲31％の減少。（出典：厚労省人口動態統計）

・ 県内の医療的ケア児については、253名（R4調査）。
前回調査（H30）と比較すると、58名の増加。

・ R1年の小児の入院受療動向（1day調査）を見ると、盛岡圏域では圏域内完結しているが、
その他圏域については、概ね６～７割程度が圏域内完結の状況。【調査結果（速報）P4】
※１ 圏域外への入院先は、盛岡圏域または隣接圏域が多くなっている。
出典：小児医療に関する医療機関への調査（岩手県医療政策室調べ）

・ 小児の入院に係る傷病名を見ると、呼吸器系疾患が多い傾向。【調査結果(速報)P7】

・ 救急搬送された小児患者では軽症者の占める割合が多いことや、救急医療機関における診療に
ついては平日の夕刻以降や土日に受診者が多くなっている状況。【参考データP10】
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2-3 小児医療圏の現状・課題と検討の論点

＜現状・課題②＞
○ 医療資源
・ R2年の小児医療施設は、38病院（対H23▲4）、94診療所（対H23▲27）と減少傾向である。

・ 本県の小児科医師数は概ね横ばいの139人（対H30：▲3）であるが、15歳未満人口10万人
あたりの医師数は増加している。（要因：15歳未満人口の減少によるもの。）
一方で、医療の高度化や医療的ケア児の増加、小児慢性特定疾病等にかかる小児期から成人期

に向けた移行期医療の対応に加え、小児科医は女性比率が約４割であり、出産・子育て等のライ
フイベントとキャリアの両立の課題、当直体制の確保など含めて小児科医全体の負担は依然とし
て大きいままである。

・ 小児地域医療センターの状況は、現行の保健医療計画作成時の「小児医療の体制構築に係る指
針（日本小児科学会の「地域小児科センター」に相当）」で求められている、常勤目標医師数（9
名）などが充足出来ていない状況となっている。

○ その他
・ 沿岸の各圏域間及び内陸と一部沿岸の各圏域間で、復興
道路の全線開通による交通アクセスが向上。

・ 県内どの地域においても、当直医等が専門小児科医の
コンサルテーションを受けながら診療を行うことができる、
小児医療遠隔支援事業（H16.9.1～）を実施。

・ 小児初期救急における保護者の不安軽減・小児科医の
負担軽減を図るため実施している、小児救急医療電話相談
事業(H16.10.1~)について、実施時間を拡充。(R5.2.1~)

・ 新生児のドクターヘリ搬送については、R4.4.1から運航を開始。

年度 29 30 R1 R2 R3

件数 20 15 28 85 58

＜直近５か年の小児医療遠隔支援事業の実施状況＞

年度 29 30 R1 R2 R3

件数 4,235 4,405 4,550 2,858 3,331

＜直近５か年の小児救急医療電話相談事業の実施状況＞

小児医療施設数は、厚生労働省 医療施設調査（静態調査）より
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2-4 ＜参考＞今後の保健医療圏等のあり方（案）

＜検討に当たって＞
○ 医療の高度・専門化やデジタル化の推進、道路環境の整備、患者の受療動向等を踏まえ、先行
して周産期医療や精神科救急医療のような「疾病・事業別医療圏」の設定を検討

○ 疾病・事業別医療圏の検討状況等を踏まえつつ、本格的な人口減少、少子・高齢化に対応した
「二次保健医療圏」として、基本的な考え方を見直しの上、設定について検討

二次保健医療圏（岩手県：９圏域）
【医療圏設定の考え方】
○ 医療法での整理
・一般の入院に係る医療を提供することが相当である単位
・設定に当たっては、理的条件等の自然的条件や日常生活
の需要の充足状況、交通事情などを考慮

○ 本県における整理
・圏域内の移動時間や地理的環境、受療行動等を考慮し、
一般道路を利用しておおむね１時間以内で移動可能な範囲

・二次保健医療圏は、医療法上の取扱い（病床の整備を図る
べき地域的単位）及び医療連携体制構築の単位として設定
しているほか、高齢者福祉圏域（介護保険法）や障がい者
保健福祉圏域の設定の基本

＜現行の保健医療圏＞

三次保健医療圏（岩手県：１圏域）
【医療圏設定の考え方】
○ 医療法での整理（本県も同様の整理）
・二次保健医療圏との有機的な連携のもとに、特殊な医療を
提供する単位

三次保健医療圏（岩手県：１圏域）
【医療圏設定の考え方】
○ 医療法での整理（本県も同様の整理）
・二次保健医療圏との有機的な連携のもとに、特殊な医療を
提供する単位

二次保健医療圏（地域密着）
○ 疾病・事業別医療圏の検討状況を踏まえ検討
○ 例えば日常の生活圏で住民に密着した保健医療需要（救急を
中心に）を提供するため設定する地域的単位 など

＜今後の保健医療圏のあり方（案）＞

（仮称）疾病・事業別医療圏（広域化）
○ 医療の高度・専門化、デジタル化の推進を踏まえ検討
○ 既に設定している、周産期医療や精神科救急医療、医療資源
（医師配置、医療機器など）を参考

疾病・事業別医療圏の検討から
「地域密着」として必要な医療を明確化

11
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2-5 小児医療圏の現状・課題と検討の論点

現状と課題、今後の見通しから、岩手県の小児医療体制について、身近な小児医療・高

度・専門的な小児医療として改めて機能・役割を明確にして、次期保健医療計画を策定す
ることしてよいか。（機能・役割の整理について、ご意見を伺いたいもの）

【機能・役割の案】
１ 身近な小児医療【一般小児医療、初期小児救急】

地域密着で提供、主に外来で対応…診療所・小児地域支援病院
小児科を標榜する診療所・病院（外来）での小児へのかかりつけ医機能※1や初期救急※2 など
※１：急な発熱や腹痛などの風邪症状、慢性疾患の指導管理、予防接種や乳幼児健診 など
※２：休日救急当番医、夜間急患センター など

２ 高度・専門的な小児医療
①【小児専門医療、入院小児医療】 国の指針における「小児医療圏」※
一定の地理的範囲における入院対応…小児地域医療センター
身近な小児医療では対応が難しいもの、入院を要する小児救急医療を24時間365日体制で

実施など（体制確保のために、医療資源を重点的に配置する必要がある）
※国の指針に準じて、専門医療・入院救急等に対応する医療機関が１つ以上ある医療圏として、
今後、具体的な圏域（１または２の機能を担う医療機関の地域別グループ）を改めて検討

②【高度小児専門医療、小児救命救急医療】
三次医療圏において中核的な小児医療を実施…小児中核病院
小児地域医療センター等では対応が難しいもの、小児の救命救急医療を24時間体制で実施など

＜今後の小児医療体制構築に係る検討の論点＞
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地域によっては、小児地域
医療センターが兼ねる



2-6 次回の小児部会に向けて

※前ページの機能・役割分担を踏まえて、今後、具体的な地域の検討を進めるもの
「国の指針に基づいた小児医療圏はどのように設定するか」

現行の二次保健医療圏の状況（体制、受療動向、地理（道路、冬季）など）を踏まえ、専門医療と入院救急に対応
する医療機関が１つ以上ある医療圏を設定
①令和４年度の小児医療提供体制【調査結果(速報)Ｐ1～2】②令和元年度の受療動向【調査結果(速報)Ｐ4～7 】等を用意13

一般小児医療

・小児科を標榜する診療所

・一般小児科病院

・小児地域支援病院※

　※地域振興小児科Aに相当

小児初期救急

・小児科を標榜する診療所

・一般小児科病院

・小児地域支援病院

小児専門医療 小児地域医療センター

入院小児救急

小児地域医療センター

※入院を要する小児救急医療を

24時間365日体制で実施

高度小児専門医療 小児中核病院

身近な

小児医療

高度・専門的な

小児医療

本資料表記

R2国指針

主な医療機関の例
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：保健医療圏における中核病院（県立病院）

：一般道路（時速40km）を利用した場合の60分での移動範囲

（一部圏域は復興道路（時速70ｋｍ)も加味して算出）

：復興道路・一般道路を利用した場合の60分での移動範囲

（復興道路：時速70km、一般道路は40kmで算出）

＜資料：医療政策室調べ＞

2-7 ＜参考＞隣接県との調整・検討に関するたたき台
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＜二次保健医療圏＞
久慈保健医療圏、二戸保健医療圏、両磐保健医療圏及び気仙保健医療圏については、現状の医療提供体制の現状

や患者の受療動向とともに、国の検討会において取りまとめられた内容も踏まえながら、以下の通り調整・検討を
行うこととする。

〇 国において、医療提供体制の構築において隣接する都道府県と連携を取る場合、連携する都道府県と協議を行い、具体的な内
容を医療計画へ記載することとされたことから、青森県（八戸地域保健医療圏）、宮城県（大崎・栗原医療圏、石巻・登米・気
仙沼医療圏）とのデータ調整などの連絡・調整・協議の場を設定

〇 次期保健医療計画においては、隣接県への患者流出・流入の状況や連携内容等について記載

【久慈保健医療圏、二戸保健医療圏】
○ 現状・課題
・ 久慈及び二戸の人口推計、１日当たりの入院・外来患者については、今後段階的な減少傾向
・ 令和元年度の患者の受療動向では、久慈では入院全体の２割が県外（想定：八戸）へ流出、二戸では１割
弱が流出

・ 外来全体についても、久慈において１割強が県外（想定：八戸）へ患者流出
・ 疾病別では、久慈においてがんが約３割、脳血管疾患が約１割強、心疾患が約２割、県外（想定：八戸）
へ流出、二戸においてはがんが約１割強県外（想定：八戸）へ流出

・ 久慈消防による救急搬送では、R元～R3に係る管轄外への全体搬送（415件）のうち、青森県の八戸市民病
院が約54％、八戸赤十字病院が約24％を占めている（管外搬送（R元～R３）で八戸市民が222件、八戸赤十字
が98件）
※二戸消防による管轄外救急搬送のうち、八戸への搬送は年間10件程度で、ほとんどが盛岡への搬送

・ ドクターヘリによる広域連携を北東北３県で実施しており、中でも青森ヘリ（八戸）が本県の救急事案に出
動したものが199件で最も多く出動（H26.10.1～）

【両磐保健医療圏、気仙保健医療圏】
○ 現状・課題
・ R４.4～12月までの磐井病院における全体延べ患者数のうち、宮城県からの入院は約４％、外来は約5％の状況
・ 県立磐井病院の平均総患者数約12,500人のうち、当日のうちに帰宅する患者（いわゆる“初期救急患者”）の平
均は約9,130人（約73％）であり、磐井病院における救急対応の大きな負担になっている状況（磐井病院から一
関市に対し複数回提言を実施。一関市から県に対しても同様の市町村要望あり）

・ 両磐圏域内の初期救急医療体制については、一関医師会を中心に体制を確保しているが、平日と休日の夜間帯
の体制が整備されておらず、二次救急輪番病院で対応せざるを得ない状況

・ R４年度の患者住所別の救急来院患者数（R4.4～12 県立磐井病院調べ）においては、宮城県の栗原市及び
登米市の来院患者数は、全体の約17％となっている状況

・ 宮城県北（栗原市、登米市）からの救急搬送件数（R4.4～12 県立磐井病院調べ）は、県立磐井病院への全体
搬送件数（約3,000件）のうち、約２％（約60件）となっている状況

・ R6年度からの医師の働き方改革の本格実施を見据えると、初期救急患者への対応について早期に検討が必要
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年度 R3 R4 R5 R6

国

県

周産期・
小児医療

医療
審議会

中間案
とりまとめ

計画部会

パブリック
コメント

最終案
作成

骨子（案）
作成

〇 受療動向調査等、各種調査の検討・実施
〇 医療提供体制に関する課題の洗い出し 等

⇒保健医療圏の検証・見直しを先行的に実施
関係団体等

から
意見聴取

審議会

計画部会

第８次医療計画等に
関する検討会・各WG開催

計画部会

審議会

新基本方針 及び
新医療計画作成指針 決定
(R4年度末 見込み)

通
知

審議会に諮問 審議会に報告

岩
手
県
保
健
医
療
計
画

施
行

県に答申

周産期部会、小児部会（各３回）

協議会

周産期部会、小児部会（会議開催・意見照会）

協議会（会議開催・意見照会）

各部会・協議会に提示・
ご意見を聴取

2-8 次期 岩手県保健医療計画（R6-R11）の策定スケジュール

15

【県資料１】
第３回小児部会
R 5 . 3 . 7


